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書評
西岡孝男著『日本の労使関係と賃金』
?
橋 洸
ー
この本は，著者がかねてからいだいてきた問題意識＿労使関係における日本的特質と
は何か，それはどのような要因と条件によって規定され，形成されてきたのか＿にみち
びかれて，こつこっと積みかさねてきた研究論文を集大成して，世に問うたものである。
その構成は， 「労使関係における日本的なもの」 「労働組合法案をめぐる十年間」 「朝鮮
人労働者考」 「ソシアル・ダンヒ゜ング問題といわゆる日本の“低賃金"について」 「日本
型賃金構造の分析視角」 「労働省論」という六つの論文からなっている。
独立論文を集めたものであるとはいえ，本書には，さきの著者の問題意識と一貫性のあ
る方法がつらぬかれている。一つのモチーフは，いわゆる日本の“低賃金"とその構造的
要因を歴史と現実のなかに探ること，いま一つのモチーフは，それとの関連で労使関係を
つらぬいている特殊日本的なパターンを労働政策史，賃労働史の窓を通して析出すること
である一ーと考えられる。そしてこの二つの流れの研究をふまえて，わが国の労働問題・
社会政策研究の問題状況にてらして，労使関係の日本的特質についての積極的な見解を展
開したのが，第一章「労使関係における日本的なもの」 （社会政策学会第32回大会報告）
，であり，発表の年時もいちばん新しい。したがって，この書評にあたっては，さきの二つ
のモチーフにそくして，この研究の意義と問題点を探り，かつ理解した上で，第一章にも
どっつくるという手法をとりたいと思う。
?
まずはじめに，日本の「低賃金」および「賃金構造」の把握にとって，きわめて基本的な
意味をもつアスペクトをとりあつかった第3章，第4章，第5章をとりあげよう。
第3章「朝鮮人労働者考」は「戦前の賃金問題の考案に無視できない比重をもっ」とい
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ぅ，著者の鋭い歴史的触覚から綴られた一見地味な問題でありながら，全くといってよい
ほど未開拓の分野にいどんだ野心的な論文である。戦前の日本において最下層の労働者層
として供給された朝鮮人労働者の移入は，どのような要因とメカニズムをもっていたの
か。著者は，彼らが排出を余儀なくされた事情を，日本統治下における「植民地朝鮮」の農
業・農民の状態の追求によってあきらかにしようとする。すなわち日本の総督統治＝憲兵
・警察制度による武断政治のもとで，日本の拓殖資本の土地投機とむすびついて形成され
た外来地主の多年の横暴と極端な搾取をつづけてきた在来地主の過重な小作料と従属的な
支配関係のもとにおかれた小作農民，おそるべき農業の荒廃と農民の貧困と奴隷的状態を
あきらかにし， 1920年から実施された日本政府の内地の食程問題解決政策である朝鮮産
米増殖計画によって，朝鮮人口の八割を占めていた農民層が，商品経済に強くまきこま
れ，第一次大戦後の農業恐慌の過程で，急速な階級分解をみせ，大量の零細農民が，不完
全就業にある農民として累積されていった事情に照明を与えている。そして，鉱工業への
日本資本の朝鮮進出が進むに対して形成された朝鮮労働者の状態が，世界にも著名な内地
の低賃金，過度労働，無権利状態をはるかに下廻る劣悪なものであったこと，しかも農村の
過剰人口を吸収するほどの資本輸出ではなかったことから，農民の離村が強制され，都市
や日本や満）、卜lへの窮貧民層としての流浪の旅がはじまった事情があきらかにされている。
在日朝鮮人の急速な増加は，そのまま「失業の輸入」であり，彼らは，つねに被救伽的窮
乏に片足をつっこんでいて，最下層の労働，土方，人夫などの日雇労働への従事を迫られ
た。こうしてH本の低賃金要因の追加的形成を立証したあと，いわゆる「「低米価・低賃
金」のしくみ，安い朝鮮米が，内地米の低価格への圧力となって，農業日雇の賃金を低
め，しいては，労働力の給源を農村にあおぐ工業労働者の賃金を低めたメカニズムをみご
とに論証している。著者は，エンゲルスを引用して，イギリス資本主義の予備軍として，
その発展のいしずえとなったアイルランドの貧しい住民に朝鮮人をなぞらえているが，わ
たくしは，レーニンが「帝国主義論」のなかで，指摘している「帝国主義諸国からの移出
民の減少と，これらの国への賃金の安い，おくれた国ぐにからの移人民の増大」という傾
向の，日本帝国主義にあらわれた一側面として，これを規定したほうが適切のようにおも
われるし，著者の論証は日本の賃労働研究への一つの貢献であると同時にはレーニンの命
題に歴史的な内答を与えたものであると評価してよい。
第4章「ソシアル・ダンピング問題といわれる日本の‘‘低賃金”について」は，まず19
:n年の満州事変勃発の時期から急速にたかまった日本の低賃金に対する国際的な「ソシア
ル・ダンピング」という批難が，どういう歴史的条件を背景としてあらわれたどういう性
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質のものであったのか—を問題としている。 ILOを舞台に展開された資本主義世界市
場における諸国間との競争の背景によこたわる日本の社会政策立法のいちじるしいたちお
くれ，賃金水準の低位に関する諸見解，諸論争が興味深く紹介され，日本政府の苦境IL
0脱退にいたる過程が詳細にのべられている。さらに当時において著者は13本の輸出産業
の中核であった綿業における女子労働者の家計補充的低賃金と高度化した技術水準との結
合およびたえざる原価引下げのためのスピード・アップ，受持機数の増加をテコとする「
合理化」による生産性の上昇のうちに，問題の本質を求めている。そして日本の「低賃金
」の意味を，そのよって立つ社会的・制度的要因ー~企業経営における家族主義的精神に
基礎をもつ労働の科学的研究の軽視，社会政策の微温的性格を福利施設による代替などか
ら把握しようとするのであるが，その場合著者は， 13中戦争下の労働市場の態様，軍事工
業における労働力需要の急増のもとでの農村労働力の涸渇，農村依存の労務動員計画の破
綻，刻苦精励的・肉体的錐磨的労働，労働力に対する無統制かつ無秩序な充用などによっ
I て，たちまちにして，労働力給源の限界があらわれ，労働力の消耗と磨減がいかに速やかに
行なわれたかを検証し，そのもとで工業の地方分散＝職工農家の形成が必然化せざるを得
なかったことをあきらかにして， ここに戦後型の農民層の分解—5 反末満層の脱農家
一の起点を求めている。著者の強調したい点は，わが国「低低金」の要因を低廉豊富な
労働力，農村の低廉な労働力の貯水池に一義的に求める常識的理解に対して，日本の雇用
構造の特色が労働力過剰と労働力不足がすみやかに交替するところにあるということであ
り，戦争はたまたまそれをドライスティックなかたちでおしすすめたにすぎないとするの
である。低廉労働力をくみつくすところに労働力不足があらわれるような，そういう日本
資本主義の伝統的な労働力の充用のあり方，，そこにこそ「日本的低賃金」の本質がひそ
んでいる―というのである。ここに「範疇的低賃金」の意味と典型を見出した著者は，
戦後20年をへた今日の段階で， 「何をもって日本の低賃金」といいうるかという問題を提
起し，戦後の日本資本主義の発展と諸変化によって戦前的な意味での「範疇的低賃金」の
用語は，ただちに戦後の今日に妥当しなくなったといい，今日の労働力不足の内容と労働
力充用のあり方の検討にこそ，日本の賃金がその工業水準に比較して，どの程度，戦前の
低賃金性を脱却しえたのか，のメルクマールが存在すると考える一ーという方法的展望を
もってむすんでいる。
筆者がしばしば指摘しているように，賃金の国際比較は問題点が多く，技術的な困難が
多い。何をもって日本の低賃金といいうるのかー一これはわれわれ研究者に課せられた共
通の課題である。著者の方法的展望にはとくに異論はない。わたくしなりのいいかたをさ
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せていただくなら，日本の賃金問題を日本資本主義の特殊・歴史的な蓄積＝再生産構造と
の関連において，その不可欠な一環に位置付けて分析しなくてはならないということ。と
くに現段階では，対米従属のもとでの国家独占資本主義として，その全般的危機をふかめ
つつある日本資本主義の全構造的分析の一環としてとらえるということである。
第5章の「日本型資金構造の分析視角」は， 「規模別賃金格差」の問題が中小企業労働
問題として存在し，登場するということ，いいかえれば労働条件の低位と雇用の不定定性
が，前期性と相関性をなしているという H本的な事実に，問題の焦点をしぼって，その分
析視角を提起したものである。まず規模別賃金格差についての諸見解を検討しつつ，生産
性の格差や付加価値の格差や労働組合の交渉力の有無などの要因だけをとりあげた一義的
視角からでは，賃金格差を十分に説明しうるものではないとして，わが国の賃金制度の特
質＝年功賃金システムをとくに著者は重視し，企業外・余業内の賃金格差は，日本的賃金
制度を媒介として統一的に把握されるべきである一ーというのである。そしてこの場合，
年功賃金システムを成立せしめる労働市場が問題とされなければならないとし，その形成 ＼ 
の系譜を明治40年代，大企業を中心に熟練労働力の移動防止を企図する労働力陶治機構の
成立期に求め，大正から昭和初期にかけて，漸次的に形成されるにいたった事情が説かれ
て，戦後の労働市場の変化と日本的賃金構造の関連が追求されている。いわゆる「労働力
不足」とよばれるものの内容の吟味を通じてそのインパクトが量的な意味で「日本型賃金
構造」の存在の条件を稀薄化しつつあるという評価を下しながら，あらたな質的な問題と
して，相対的過剰労働力としての中高年層労働者問題，中高年層においていぜんとして大
きい賃金の規模別格差，中小企業における長い労働時間，臨時エの社外工への編成替，初
任給の上昇にもかかわらず根強い年功賃金など，日本型賃金構造の解体に阻止的に働く要
因の検討が必要だというのである。そして初任給が相対的に低位にはじまるかぎりにおい
て，技術革新のもとでの新しい労働力の形成に対応した職務給の溝入も日本的修正といわ
れるかたちにおいてあらわれるし，企業封鎖的労務管理政策，全体としてのわが国労働市
場の階層性に条件付けられていると結論づけ，総体としての労使関係をとりまく諸条件の
変化が， 「日本型賃金構造」の修正，変質を規定するもっとも重要な条件だという展望を
与えている。
このなかで，提起されているいくつかの論点は，著者もいうように今日では常識化され
命題化されているが，発表の当時としてはきわめて新鮮な問題提起であった。ところで賃
金構造の日本型を，①企業間の規模別による同一労働の賃金格差②企業内における常用，
臨時別の賃金格差③ジョップの範疇が明確でないこと一として限定的にとらえるという
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ことには若干の問題がありやしないであろうか。このような意味での日本型が，技術革新
の進展，労働市場の変化にともない急速にその姿を消しつつあるとすれば，その要因分析
は著者のいういくつかの阻止的諸条件なり，中小企業労働問題の問題性なり，労働力不足
の内容と労働力充用のあり方などとどのようにかかわってくるのか。「何をもって日本の低
賃金といいうるのか」という問いとともに，それと連関した意味での「何をもってH本型
賃金構造というのか」という問いは，いまだに十分にとけてはいないようにおもわれる。
とりわけ， 「賃金制度」の特質を日本人の性向に求めたり，賃金格差と「日本的賃金制
度」を媒介として統一的に把握さるぺきであるという分析視角は，賃金制度や賃金格差を
独占資本の搾取と抑圧の機構からきりはなして，，賃金の分析を技術的にとりあっかってし
まう傾向におちこむことにならないでであろうか。わたくしは「賃金制度」を生産力の水
準と性格，＇および労働者の意識形態に照応する搾取形態として，賃金水準との連関におい
てとらえる視点が，復位されなければならないようにおもう。
?
つぎに，日本の労使関係についての政策史的研究ともいうべき，第2章と第5章をとり
あげることにしよう。
第2章「労働組合法案をめぐる十年間」はナプタイトルに「日本賃労働史の一断面」と
されているように，戦前の日本における労使関係に対する国家介入の特殊性を経済的・社
会的諸関係のなかに位置付け，析出してみるという視点から行なわれたユニークな歴史研
究である。著者の展開は，農商務省案と内務省案の比較検討にはじまり，その立法精神お
よび内容においてきわめて取締的・高圧的な前者と相対的には解放的性格をもつ後者との
差違が何に起因するのかを問うて，両省の性格の差異と同一性を検討しつつ，労働政策に
おける極端な労使干渉主義，官僚による指導主義という伝統的性格を強調している。そし
て， ILOに労働者代表を送ることが転機となって，労働組合法の制度に終始稼極的であ
った憲政会，その単独加藤内閣の成立のあとをうけて，発表された内務省社会局案 (1925
年）．の横断組合主義の考え方が，労使によって，どのようにうけとめられたか。使用者団
体のこれに対する態度は，修正による骨抜き，実質上の否定であった。普通選挙法と治安
維持法，労働争議調停法の制定と併行して，農商務省，陸海軍当局を中心とする官府と使
用を団体の圧力によってきわめて制限され後退した内容をもつ政府の組合法案（第51議
会提出）は，それ自体は一方におけるきびしい抑圧・弾圧対策に対応して，普選とともに
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一定の宥和的政策の一環としての性格をもつべきであるにもかかわらず，いちじるしく取
締的性格をあらわにして， 「悪法案」とじて流産していくのである。またこの間ILOの
場においても，国際的な反動化の傾向のなかで，団結権についての条約や勧告は採択に至
らなかった。組合法案は再び1929年浜口民政党内閣のもとで，社会局案の考え方を継承し
たものとして，政案の日程ののぼされてくるのであるが，それは結果として不発におわっ
てしまう。資本家団体は，社会局案に対し，終始徹底的かつ統一的組織的に反対運動を展
開し，温情主義的労務管理と労使関係の維持•発展こそわが国情に適したものであると主
張した。資本家陣営の考え方を規定していた基本的条件として，、著者は当時その基礎を確
立しつつあった大企業における労働力陶治機構の成立に求め，上からの工場委員会や御用
組合の設定，その育成という方向をとくに重視している。こうした独占資本の行動は，当
時における激化した階級的対立，労働争議の激増と組合組織の進展に動機付けられたもの
であり，それが恐慌から恐慌へとよろめいた日本資本主義の危機，その脱出策としての「
産業合理化」という労働者への攻勢とむすびついてあらわれていた事情が追求されている
。当時の労働組合組織の実態・カ量分裂状況からして，労働運動の側からの立法斗争には
そもそも統一行動の条件がなかったとしている。 1939年の政府確定法案（第59議会提出）
はその強い取締的性格ににもかかわらず，資本家団体の反対と政友会の引きのばし戦術的
反対をうけ，貴族院段階で審議未了，流産となった経過がとかれている。
著者が，この歴史研究に托した問題意識とそれからひき出したものは，大企業における
労働力陶治機構の確立が，労働運動を大企業からしや断したということ，横断的労働組合
運動への一定の解放を確認しようとする社会局案への，農商務省的立場，官僚，資本家団
体の徹底した反抗，その実現，ということであった。 「組合法問題のもつ意義は，かかる
時期の賃労働関係に照射した場合にはじめて正当な把握がなされる」という著者の自負は
決して誇張ではないし，この把握はすぐれて的確だといえよう。一般的危機の矛盾の激化
を露呈していた日本資本主義と，労働運動の状況にてらして，一見「茶番劇」とみえる組
合法案問題の舞台裏に，あえていどんだ著者の史親のたしかさをうかがうことができる。
また戦後の IL087号条約批准問題における政府，労使の行動パターンにこの劇の新たな
再演をみいだすという示唆は，まことに興味深いものがある。
第六章の「労働省論ー一労働行政史的視点から一」は，著者が十年余にわたって在職し
たという体験をふまえているだけに，戦後日本の労働＝社会政策の一側面を研究としたも
のとして，新鮮な問題の提起が随所にみられる好論文である。戦後20年の労働省と労働政
策の動きを主要な劃期と主要な問題にそくして，ほぼ完全にフォローし，官僚主導型の労
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働政策，とくに労政局の特異な存在と機能，労働省の初発からあった保守性と革新性の二
律背反的な内面，日本資本主義の課題の変化に対応して行政の中心が変化し，次第に革新
性を稀薄化していく過程，とりわけ，最近の局面における雇用行政の優位，経済政策への
接近，労働力省としての性格の強化など，すべて興味深い論点である。紙数の制約もあっ
て詳細な紹介と批評をするゆとりはないが，わたくしは，著者のこのような研究が，いわ
ゆる国家独占資本主義の機構と機能にくみこまれた労働＝社会政策の研究として，今後よ
り体系的に発展させられなければならないということを強く印象づけられた。
?
最後にこの研究の総括というべき位置を占めている第1章「労使関係における日本的な
もの」の検討にたち戻りたい。
「労使関係」の一般的な概念規定については，わたくしも一定の見解をもっているが，
いまは主題に入ることにしたい。著者は，戦後日本における労使関係論の研究史を二つの
時期にわけて整理し．第1期における大河内一男氏の「出稼型労働論」が戦後の諸研究を
触発したという点から，その研究史的意義を高く評価し．第2期を「型」論議からの脱却
ととらえ．この時期にあらわれた小池和男氏や高梨昌氏に代表される「日本的特質を独占
段階に固有な一般的傾向として消去らうとする観点」をとくに批判的に評価している。著
者は，日本資本主義発展下の賃労働関係の展開によって，内容的変化をうけつつも，そして
くりかえし再編されつつも，一つの流れともいえる連続性をもった日本的労使関係を追求
するという観点にたつ。つづいて第一期の論議の特徴が，労使関係の日本的特殊性と低劣な
賃金労働条件の不可分の連結を重視していたことに注目し著者の賃金分析の視角を再確認
すると同時に論点をすすめて．中山伊知郎氏と大河内氏の見解の対脈的な労使関係におけ
る日本的なものに対する価値評価に言及して，著者の積極的見解の展開に入っている。第5
節の「日本的労使関係の生成」第6節の「特殊性の価値基準」がそれである。著者は日本
的労使関係の原型その歴史的連続性をたずねて企業におけるパターナリズム，経営家族主
義のイデオロギー的伝統，労働市場における企業封鎖的傾向，に注目しつつ，明治前期の
キイ産業における終身奉公的な考え方の継承，厳格な位階的序列による従業員構成， 1910
年前後に登場する労働力陶治機構，産業報国会そして戦後の大企業における労務管理制度
を一つの流れとして把える。ところでこの歴史的連続性をどのようにとらえるかという点
で著者は「労使関係が一面において人間関係を媒介として生ずる現象であり．大まかに日
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本的パーソナリティとされるものが，重要なファクターであった」という命題をたてるに
いたっている。それは，ウェーバー流の「エートス」論，和辻哲郎氏のいわゆる風土論， Jl
島武宣氏，大河内一男氏，丸山真男氏，中根千技氏によってとかれてきた日本人の生活意識
や行動様式のなかに定着し潜在しているとされる行動仮説の採用によって，著者なりに労
使関係の面への反射としてとらえている。ここで著者は，経済学者から社会学者・文化人
類学者に転化するごとくであるが，経済学者である著者は慎重にも「パーソナリティそれ
自体も社会的・経済的に規定されてきたものである」という限定をつけることは，忘れて
いない。しかし結論的には説明の原理を日本人の民族的行動パターンと風土に求めるとい
う仮説をつらぬくのである。
「サンジカリズムがフランス固有のものであり，アメリカの労働組合がアメリカ的であ
るごとく企業別組合は日本の風土に生れたものである」 1955年以降の日本の労働組合の推
移をたどって， 「企業別組合」という組織形態なるが故に，その前の10年間をくらべて，
雇用増加率が，組織活動不在のままに，組合員数の増大に組織率の保ち合いに投影してき
た事情を重視し，日本の雇用制度＝「生涯雇用」が労働組合に有利に作用したというので
ある。また争議や団体交渉のパターン，労働者や経営者の行動にも，企業封鎖的傾向が強い
ことを実証し，とくに労務管理主導的な労使関係のもとでの労働組合活動の空調化の傾向
を指摘して，一面においては日本人のパーソナリティと深くむすびついた企業別組合は近
.い将来大きく変ることはおもわれないとしながら，他面では，これの克服の方向を解明す
るという視角から発展的に問題をとらえるところにわれわれの課題があるだろう一—ーとし
ている。最後に日本の労使関係の特殊性を，労働条件との関連において問題とするという
年来の著者の基本的な発想にたちかえり，労使関係における日本的なものは， 「先進工業
社会のニードにふさわしい」 （ドライヤー報告）労働条件を，どの程度，促進しあるいは
阻害するかに， 「価値基準」がおかれるべきだーーとむすんでい‘る。
わたくしも，著者と視角をかなりことにしているところはあるが年来日本の労使関係や
賃金慣行の研究をみずからの課題としてきた一人であり，その一応の成果をとりまとめて
きた。著者の研究には すでにのべてきたように，すぐれたいくつかの積極的貢献，とく
に賃労働史，労働政策史などの歴史研究には貴重な貢献があり，啓発されるところが少な
くない。ただ，この第1章に関しては，わたくしの分析とはかなり異質的かつ対立的な諸
見解があらわれている。わたくしは，この稿のはじめにのべたように著者の研究の二つの
モチーフと流れの総括として，この第1章を位置付けているが，著者年来の基本的な視角
とこの論文の論旨のかかわりあいが必ずしも明確ではない。とくに行論のなかでもふれた
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ように，社会学的，文化人類学的な文化風土論の労使関係論への導入には，わたくしはか
ねてから批判的見解をつらぬいてきた。その論旨は，かつて著者から過分の書評をうけた
拙著「日本的労資関係の研究」とくにその第4章「日本的労務管理の構造」において展開
したところであり，それにゆずりたい。特殊日本的なもののなかに一般的なものをとらえ，
一般的なものに特殊日本的なものを解消しないという社会科学の方法と視角を，今後とも
著者とともに模索していきたいと，わたくしは考えている。
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